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国際統計分類（International Statistical Classification of Related Health Problems）」とい
われるものの略でありまして，簡単にいうと，WHO（世界保健機関）が各国の病気と死
因について纏めたものです。クレプトマニアもこのICDの中で分類されています。他
方，DSMは「精神障害の統計とマニュアル（Diagnostic and Statistical Manual of Mental 
Disorders）」といわれるもので，最新のものは第５版，DSM-5です。その「精神疾患の
分類と診断の手引き」というところにやはりクレプトマニアの症状が記述されていま
す。先生は弁護活動をされる中でほぼこのDSMに準拠した意見書などを活用されて
いるところです。
　次に法律的な観点のことを若干整理しておきます。本日お話下さるのは「病的窃盗
常習事件の量刑と責任能力判断」です。これには，二つの問題領域の大枠があります。
すなわち，犯罪が成立するか否かのレヴェルの問題と，犯罪が成立するとしてそれ以
外の問題がある場合です。犯罪が成立するか否かという問題に関して言いますと，そ
の成立要件は三つ，すなわち，構成要件該当性，違法性，有責性です。このうち，心神
喪失となる場合には有責性が無くなるために犯罪は成立しません。これに関する先生
の弁護のご実績としても，一部無罪を入れて２件ほどございます。次に，犯罪は成立
するとして，それ以外の問題という面では，刑の重さの問題，刑の種類の選択の問題，
刑の執行猶予の問題，この三つに大きく分かれます。刑の重さの問題は責任能力に関
わります。すなわち，心神耗弱（39条２項）が認められると責任の重さが大幅に減じら
れます。これは刑が必要的に減軽される場合（必要的減軽）です。先生の弁護活動での
ご実績では４件ほどあります。それから刑の選択の種類の問題についてですが，通常，
窃盗事案で公判請求された場合，懲役の求刑がされます。しかし，弁護活動によって
は，それが罰金刑で終わることがあります。この点でのご実績としては５～６件あり
ます。ご実績として特に顕著なのは刑の執行猶予に関するものです。窃盗罪の裁判で，
執行猶予付の判決が出たのに，その猶予期間が終わる前にまた窃盗を犯してしまった
場合，再度の執行猶予を付けるのは相当難しいのですけれども，先生のご実績ですと，
30件以上について再度の執行猶予を獲得しておられます。
　このように，責任能力が否定されたり心神耗弱が認定されたりすることは非常に少
ないわけでして，実状としては，罰金刑，執行猶予獲得に向けた活動として情状弁護
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が多くなります。はじめにクレプトマニアの症状のご説明があるかと思いますが，こ
のご講演でも情状弁護関係のお話が中心で，その後責任能力判断のお話があろうかと
思います。責任能力判断のところでは，行動制御能力──噛み砕いて言うと，行動に
ブレーキをかけることが出来るかどうかの能力のことです──に注目してお聴き下さ
い。更に全体に通底するコンセプトとしましては，「刑罰よりも治療」という観点で，
「治療的司法」を先生は推進されておりますので，その点についても注目して下さい。
これは，「刑罰は犯罪が行われたことそれ自体に着目して科せられるべきだ。」という
カント的な絶対的応報とは対照をなす考え方です。
　若干長くなりましたが，では林先生，よろしくお願い致します。
